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総計 37,546,000 18,773,000 　

平成30年度　地方創生推進交付金事業の実績

地方創生推
進交付金

育てる漁業で地方創生
～イワガキ等養殖ブランド
化事業～

13,208,000 6,604,000
耕地林務水

産課
林務水産係

　志布志市における漁業は、第一次産業を核とする経済活
動の柱と位置付けられている一方、「漁業従事者の高齢
化」及び「漁獲高の減少」が続いている。また、近年漁業へ
の新規就労状況も低迷しているなど、漁業が衰退の一途
をたどる。
　このような現状を打開すべく、志布志市と志布志漁業協
同組合と新たな事業導入を検討する中で、志布志湾内で
かつて水揚げのあった水産物のうち、イワガキ・トコブシ・ア
サリ等の増養殖事業「育てる漁業」を実施することとした。
　これにより、漁業従事者の漁労の軽減と安定的出荷体制
を構築する事業の導入を検討している。さらに、後継者や
新規就業者が安定的な生活を営める産業の形成を目指す
とともに、出荷体制の整備や海鮮レストラン等の直営を通
じた６次産業化の取組みを通じ、新規雇用の拡大と定着を
図る。

【活用実績】
平成28年度　地方創生加速化交付金・地方創生推進交付金
平成29年度　地方創生推進交付金
平成30年度　地方創生推進交付金

○　イワガキ等の稚貝、養殖機材及び品質向上対策の施設整備を
　　行った。
　・　志布志市漁業協同組合が実施主体となる。
　　稚貝等購入費　　　　 　3,900,000円
　　養殖機材購入費　　　  　508,000円
　　出荷販売費　　　　　　  　670,000円
　　６次産業化準備費　　　3,500,000円
　　品質向上調査研究費　2,800,000円
　　PR・販売促進費　　     1,830,000円

計）13,208,000円

⑴　新規雇用者数
　・　平成31年度・・・15人以上

⑵　年間出荷金額
　・　平成31年度・・・15,800千円

　岩がきについては、試験養殖を開始して４年目（本
事業最終年度）となり、天候や水温等の自然条件に
対応した養殖管理及び養殖洗浄管理等についてノウ
ハウを蓄積してきている。ヒラムシによる食害対策
等、課題も依然として残っているものの、安定した出
荷に向け、加工、販売まで一貫して行う体制が整って
きた。
　平成30年度に整備した海鮮レストランについては、
「漁師飯　勝吉丸」として、イワガキシーズン開始の令
和元年５月に開店する。
　今後は、出荷個数の確保とともに店舗の利用客を
増やし、志布志市の新たな特産としてPRしたい。

地方創生推
進交付金

使用済み紙オムツ再資源
化事業

20,516,000 10,258,000
市民環境課
環境政策係

　志布志市は、焼却施設を持たず廃棄物はすべて埋立て
処分している。平成12年度から当時の曽於郡８町と共に分
別収集を開始し、さらに平成16年度からは独自に「生ごみ」
も品目に追加した。その結果、対平成10年度比で毎年
80％以上の埋立てごみ削減に成功した。
　これにより、平成25年度一般廃棄物処理実態調査におい
て当市はリサイクル率76.8％、また「市」として８年連続日
本一となるなど、当市のブランドイメージ向上に大きな効果
をもたらしている。さらに、この資源ごみ回収事業に伴い設
立された「有限会社そおリサイクルセンター」は、現在地域
の中核企業として当市の仕事づくりに重要な役割を果たし
ている。
　そこで、本事業では、これまで再資源化が困難と言われ
ていた「高分子吸収体」を処理する基礎技術を元に、焼却
を行わない完全な再資源化を目指し、使用済み紙オムツ
の再資源化システムの構築と本格事業実施に向けた処理
技術の開発を行うことで、新たな分別回収に係る地域雇用
の創出を図る。

【活用実績】
平成28年度　地方創生加速化交付金
平成29年度　地方創生推進交付金
平成30年度　地方創生推進交付金

○　再資源化システム構築
　　協議会謝金等　　　　　　　　　　　　64,000円
　　紙オムツ専用ごみ袋作成費等　 494,000円
　
○　再生処理に係る技術開発
　　技術開発費（機械装置含む）  19,958,000円

計）　20,516,000円

⑴　新規雇用者数
　・　平成31年度・・・15人

⑵　使用済み紙オムツの処理量
　・　平成32年度・・・1,300トン
　　（平成31年度・・・108トン）

⑶　視察受入による経済効果
　・　平成31年度・・・16,000千円

　これまで同様、ユニチャーム（株）と共同で実証実験
を実施し、再資源化技術はほぼ確立できている状況
にある一方、依然としてさらなるコスト削減が課題と
なっている。さらに、本格稼動に向けた施設整備につ
いても協議を重ねており、今後、低コストで効率的な
収集運搬方法や再生パルプの地域内循環などにつ
いて、関係者と検討・決定する必要がある。

　大隅地域は、温暖な気候と手付かずの豊かな自然、宇宙
空間観測所やスポーツ関連施設等、多彩で特色のある観
光資源を有しているものの、これまで戦略的かつ効果的な
観光施策が行われなかった。さらに、平成６年度に大隅地
域４市５町において「大隅広域観光開発推進会議」を設置
し、観光や特産品振興等の取組みを進めてきたが、体系
的な観光施策として行われていなかったため、「観光客等
交流人口の増加」や「ブランド力の向上」に発展できていな
いのが現状である。
　そこで、大隅地域の観光振興を戦略的に推進する「日本
版DMO『大隅広域環境協会（仮称）』」の設立を目指し、専
門人材の配置の下、広域観光計画の策定、地域内の機運
醸成等を行うとともに、複数年に渡り、多様な関係者の合
意形成、人材育成、観光戦略のための各種データの収集・
分析等を行う。また、大隅地域ブランド化を図り、将来的に
は集客・消費拡大による地域産業の振興、雇用創出、定住
促進を目指す。

【活用実績】
平成28年度　地方創生加速化交付金
平成29年度　地方創生推進交付金
平成30年度　地方創生推進交付金

○　事務局運営経費
   人件費
　 事務局運営経費

○　事業費
   マーケティング調査・分析事業委託費
　 戦略に基づくプロモーション費
　 地域資源を活用した観光商品の造成や事業実施
　 地域人材育成事業
　 事業実施に伴う旅費

志布志市負担分
計）　3,822,000円　　[４市５町　 28,700,000円]

⑴　延べ宿泊者数
　・　平成31年度・・・441,000人

⑵　滞在型体験プログラム参加
　者数
　・　平成31年度・・・300人

⑶　ホームページ閲覧件数
　・　平成31年度・・・64,000件

⑷　１人当たりの旅行消費額
　・　平成31年度・・・5,900円

　日本版DMO（仮称）株式会社おおすみ観光未来会
議設立に向け、どういった事業内容にするのか、事務
局体制はどうするのかといったことの協議を数多く重
ね、平成30年８月１日設立した。現在のおおすみ観光
未来会議の会員数は54。平成31年３月29日に日本
版DMOに認定。
　株式会社設立後は、行政と連携しながら、大隅観光
戦略会議を開催。大隅地域の観光コンセプトや観光
ターゲットの選定を行い、今後はそれらに沿った事業
を展開するとともに、マーケティングを進め、より戦略
的な事業展開を図っていく。
　今後は、観光の広範囲にわたる業務に対し、少な
い人員で効率的な業務展開ができるのかが課題とな
る。

地方創生推
進交付金

「大隅はひとつ！」大隅広
域観光推進事業
～健やかおおすみ半島
おおすみプロジェクト～

3,822,000 1,911,000
港湾商工課

観光係


